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まとめ（スライド翻訳）

SGR2014の主要な結論
• 1世紀にわたる紙巻タバコ喫煙の流行は、公衆保健上の大被害をもたら
した。それらは避けようと思えば避けられたはずであるが。1964年の最
初のSGR以降、2,000万人が米国で紙巻タバコ喫煙のために早死したと
言える。

1964年から2014年の間に：
• 2千万人以上の米国人が喫煙のために亡くなった。
 ・うち658万人はがん。
• 全がん死の3分の1は喫煙が原因
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今後のタバコ規制活動の方向性（スライド翻訳）

SGR2014の勧告
最終決戦戦略の実行のために、以下が必要である：
• CDCが勧告したレベルで包括的全国的タバコ規制プログラムを実行するために、十分な資金を供給す
ること

• インパクトの大きなメディアキャンペーンを少なくとも10年以上通年的に実施すること
• タバコ税の増税－1箱10ドル以上にすることが望ましい
• 包括的受動喫煙防止法を全米に広げること
• 効果の確証された禁煙治療を制限なしに受けられるよう医療保険制度改革（オバマケア）を実施すること

最終決戦戦略を策定するにあたり：
• タバコ製品の依存性と有害性の低減を義務付けるFDAのタバコ製品規制権限を効果的に活用すること
• 常に変わり続ける情勢の理解を深められるように、タバコ規制活動と予防のための研究活動を拡大すること
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米国がタバココントロールの分野で大きな成果を
上げることができたのは、タバコが肺がんなど多くの
病気を増やしていることを科学的に確認し、タバコ
産業の販促費には遠く及ばないにせよ、相当額の資
金をタバコ対策に支出し、対策の効果を検証すると
いう当たり前の公衆保健政策を継続してきたことに
よる。
わが国がタバココントロールで唯一他国の模範と

なる点は、健康保険で禁煙治療ができるシステムを
作ったことだが、包括的タバコ対策の視点からすれ
ば、タバコの害のキャンペーン、包括的受動喫煙対
策、タバコ税値上げという重要施策が決定的に欠け
ている点を克服することが必要である。この意味で、
米国のタバココントロールの教訓を学ぶことは極めて
有用と考えられる。

以上


